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研究成果の概要： 
 コンクリートの乾燥収縮に起因して構造物に発生するひび割れを予測する数値解析システム

を構築するために、実験装置の開発、実験によるデータ取得、数値シミュレーションモデルの

開発およびその検証を行った。円筒型供試体を用いた持続引張載荷試験装置により、収縮が拘

束されたコンクリートのさまざまな載荷経路における時間依存性引張挙動を精度良く測定する

ことに成功した。実験結果を再現する数値解析モデルを開発した。 
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１．研究開始当初の背景 
 施工段階や供用開始初期段階におけるコ
ンクリート構造物の体積変化に起因するひ
び割れは、優れた施工だけでは防ぎ難く、設
計段階でひび割れ予測を行い、材料・配合設
計、構造設計の段階で適切な策を講じること
が望ましい。これを具現化する代表例として、
セメントの水和発熱に起因したマスコンク
リートの温度ひび割れに関して、約 20 年前
にわが国の示方書が世界に先立ち、コンピュ
ータを駆使した温度解析と温度応力解析に
基づく構造物のひび割れ予測を取り入れ、実
構造物のひび割れ制御技術を大きく進展さ

せたことは特筆すべきである。 
一方、コンクリートの乾燥収縮に起因する

ひび割れは、その性質上、発生が懸念される
のが主要な構造部材でない薄い部材である
場合が多いこと、またひび割れが小さいので、
発生しても構造物にとって性能を大きく損
なうほど致命的な影響をもたらさないと考
えられること、などから、温度ひび割れほど
も示方書や実構造物の設計で大きく取り上
げられることがなかった。 

しかし、近年、乾燥収縮が原因と見られる
過大なひび割れが橋梁に発生した事例が報
告され、社会的関心を集めるとともに、その
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原因究明に大きなエネルギーが注がれた。も
はやこれまでとは事情が異なり、乾燥収縮ひ
び割れについても合理的なひび割れ予測手
法が求められている。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的はコンクリート構造物の初
期ひび割れ、とくにコンクリートの乾燥収縮、
自己収縮に起因したひび割れの発生とその
幅を予測する手法を、研究代表者の近年の研
究成果に立脚して構築することである。 

研究代表者は、10 年以上にわたり、部材の
乾燥収縮ひび割れ予測に関する研究を続け
ており、成果を蓄積している。研究代表者の
乾燥収縮に関する研究は、1990 年初頭のコン
クリートの細孔構造とそこでの水分の熱力
学的挙動に基づく水分移動および体積変化
モデルに端を発している。その後、部材の乾
燥収縮ひび割れの予測に取り組んでいる。 
 本研究では、研究代表者のこれまでの研究
の流れと成果を踏まえ、部材・構造レベルの
乾燥収縮ひび割れ予測に適用可能な材料モ
デルを完成させ、これらを用いた数値解析に
より、精度と適用性に優れたひび割れ予測手
法を構築することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 持続載荷試験装置の開発 

乾燥収縮を受けるコンクリートの持続載
荷試験装置の開発を行う。従来、乾燥収縮に
ついては、自由収縮試験および一定のバネ拘
束率で収縮が拘束された一軸拘束収縮試験
が行われていたが、拘束の程度を任意に設定、
制御できる載荷試験装置は存在しなかった。
乾燥収縮は、供試体内の不均一な水分分布に
起因した内部拘束の影響、収縮の拘束による
応力導入速度が緩慢なことの影響が大きく、
これらの影響の検討に適した実験の実施が
不可欠である。このための試験装置の開発を
本研究の重要な部分と位置づける。 
(2) 乾燥と持続載荷を受けるコンクリートの
引張応力導入性状とひび割れの発生に関す
る実験 
開発した持続載荷試験装置を用い、種々の

載荷経路、乾燥条件下における、コンクリー
トの応力導入性状とひび割れ発生を実験す
る。供試体の乾燥の有無、応力、ひずみ、有
効ひずみ（ひずみと自由収縮の差）を時間軸
上でコントロールした実験を行う。 
(3) 各種コンクリートの収縮特性および収縮
ひび割れ抵抗性の実験 

収縮特性は骨材の種類、性質がコンクリー
トの収縮に及ぼす影響を試験する。一軸拘束
収縮試験により、各種コンクリートの収縮ひ
び割れ抵抗性の検討を行う。養生日数、フラ
イアッシュの置換率、外部拘束の程度に着目
し、クリープによる緩和を含んだ収縮応力の

導入性状、ひび割れ発生応力を試験する。 
(4) 数値解析モデルの開発と検証 

研究代表者の開発した、コンクリート中の
水分移動モデル、収縮モデル、ペースト－骨
材複合構成モデルを統合し、有限供試体の乾
燥収縮挙動の解析プログラムを構築する。
(2)(3)で得られた実験結果、および既往の乾燥
収縮試験の結果を解析し、応力の導入挙動の
解析精度を検証する。また、巨視的ひび割れ
の発生条件についても検討する。 
 
４．研究成果 
(1) 持続載荷試験装置の開発 

 開発した持続引張載荷試験装置の全体
像を写真－1 に，制御フローの概要を図－1
に示す。装置は，無載荷状態と載荷状態各１
体の円筒型コンクリート供試体，サーボモー
タおよびサーボアンプ，データロガーとパー
ソナルコンピュータから構成されている。自
由供試体と載荷供試体は，同時に作製し，同
じ養生条件とし，試験中は常に同じ乾燥条件
に置かれている。制御フローは，自由供試体
のひずみ，載荷供試体のひずみ，載荷供試体
の応力をリアルタイム計測し，載荷供試体の
応力，またはひずみ，または有効ひずみ（＝
載荷供試体のひずみと自由供試体のひずみ
の差）がプログラミングされたその時点にお
ける制御目標値になるようにサーボモータ
を作動させ載荷供試体の拘束鋼棒を可動さ
せるものである。 

本試験装置は，自由供試体，載荷供試体と
もに，専用に開発した円筒型コンクリート供
試体を用いていることが特徴である。円筒型
供試体を採用した理由は、乾燥収縮を受けた
場合に，供試体内の水分量，収縮，応力，有
効ひずみを軸対象分布となることにより，解
析との比較が明瞭で理想的な条件下で行う
ことができるからである。 

円筒供試体中心部には塩ビ管を配置して
あり，さらにその内部に鋼棒を配置している。
塩ビ管とコンクリートの付着による拘束は
ないものと考える。両端から 100mm ずつの
区間には直径 10mmの先端を鋭角に切断した
ボルトを 4 本ずつ埋め込み定着区間とし，そ
れ以外の中央部 200mm を試験区間としてい
る。ボルトの詳細を含む定着部の仕様は，こ
の部分での破壊が試験区間に先行して生じ
にくいように，著者らの直接引張試験方法の
知見も踏まえ，試行錯誤を経て決定した。 

拘束鋼棒には図上の右端から相当の区間
においてネジ切りを施してある。拘束鋼棒を
回転させることで，ネジ切り部で鋼棒の軸方
向移動へと変換され，拘束鋼棒と端板が接触
し，反力が発生することでコンクリートに軸
方向引張応力が導入される仕組みである。 
  



写真－1 持続載荷試験装置 
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図－1 制御フロー概要 
 
(2) 乾燥と持続載荷を受けるコンクリートの
引張応力導入性状とひび割れの発生に関す
る実験 
 開発した持続載荷試験機を用いて、モデル
の開発と検証に資するデータの取得を行っ
た。図－2 にその結果の一例を示す。供試体
1-1 は試験開始時点からひずみをゼロに保つ
完全拘束を行った。供試体 1-2 は試験開始時
にコンクリートひずみが引張側に 50μ生じ
るまで引張載荷を行い，その後も引張ひずみ
50μに保った。供試体 1-3 は最初自由収縮さ
せ，収縮ひずみが 100μに達した時点から拘
束を開始し，以降破断するまで 100μにて拘
束を続けた。 
完全拘束供試体 1-1 の応力－有効ひずみ関

係の傾き（有効弾性係数）と，供試体 1-2 の
有効ひずみ 50μまでの静的載荷時の傾き（静
弾性係数）がほぼ同じであることがわかる。
これより，完全拘束は，クリープによる緩和
が少なく，コンクリートにとって静的載荷と
同じ程度に厳しい載荷条件であることがわ
かる。供試体 1-2 の有効ひずみ 50μ以降の持
続載荷時の有効弾性係数と，供試体 1-3 の有
効弾性係数を比較すると，供試体 1-2 のほう
が小さいことがわかる。これは，供試体 1-2
は乾燥開始時にすでに有効ひずみ 50μが導

入されているため，その後の乾燥による内部
拘束により表面付近が軟化域に達するのが
早いためと思われる。 

このように、開発した持続載荷試験機は、
種々の載荷経路、乾燥条件下における、コン
クリートの応力導入性状とひび割れ発生を
十分な精度で実験可能であることが明らか
となった。 

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

0 50 100 150 200

有効ひずみ(μ)

コ
ン
ク
リ
ー
ト
応
力
(M
Pa
)

1-1

1-2

1-3

図－2 円筒供試体の応力－有効ひずみ関係 
 
(3) 各種コンクリートの収縮特性および収縮
ひび割れ抵抗性の実験 
 骨材の種類、性質に着目したコンクリート
の自由収縮試験を行った結果、以下が明らか
となった。 
① 骨材によるコンクリートの収縮低減のメ

カニズムとして、骨材によるセメントペー
ストの体積希釈効果(直列メカニズム)と
骨材によるセメントペーストの収縮拘束
効果(並列メカニズム)を考えた場合，乾燥
収縮では直列メカニズムが卓越し、並列メ
カニズムがわずかに認められる結果とな
った。これは従来の知見と整合する。 

② 乾燥収縮に比べ、自己収縮では骨材の弾
性係数の影響が大きかった。セメントペー
ストと骨材の弾性係数の比が材齢によっ
て異なること、多少とも並列メカニズムが
存在することがその理由として考えられ
る。 

③ 収縮の小さい一般の骨材を使用する場合、
従来どおり骨材を無収縮と考えてコンク
リートの収縮を予測して問題はないこと
が示された。 

④ 種々の骨材を用いたコンクリートの収縮
試験によって、複合則による予測値とおお
むね一致する骨材と予測値と異なる傾向
を示す骨材の両方が存在することが確認
された。 

 各種コンクリートを用いた系統的な一軸
拘束収縮試験の結果、以下が明らかとなった。 
⑤ フライアッシュを用いたコンクリートは



初期強度が低いので、早期に乾燥を受け、
かつ収縮が拘束された場合、普通コンクリ
ートよりもひび割れが発生しやすい傾向
にあることが明らかとなった。 

⑥ フライアッシュを用いたコンクリートは、
早期に乾燥を受ける場合であっても、外部
からの拘束の程度を緩やかにし、収縮応力
が卓越する前に強度発現できる条件を整
えれば、普通コンクリートと同等の収縮ひ
び割れ抵抗性を確保することができる。 

⑦ フライアッシュを用いたコンクリートは
十分に養生を行えば、外部からの拘束の程
度に関わらず、普通コンクリートと同等の
収縮ひび割れ抵抗性を確保することがで
きる。 

 
(4) 数値解析モデルの開発と検証 
 図－3 は開発したコンクリート有限供試体
の水分移動・乾燥収縮・応力解析手法の概要
を示している。コンクリートを骨材とセメン
トペーストの二相複合材料と考え、水分の移
動とセメントペーストの収縮は細孔構造に
基づくモデルを用いる。 
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図－3 乾燥収縮応力解析モデルの概要 
 

セメントペーストと骨材の複合関係は、直
並列モデルにより表す。ここに並列モデルと
は、骨材近傍のセメントペーストが骨材と変
形適合しつつ相互の体積変化を拘束する現
象を表し、直列モデルとは骨材はその体積分

だけコンクリート中のセメントペーストを
希釈する役割を表す。骨材は、完全弾性によ
り表し、コンクリート中のセメントペースト
は微細なひび割れが分散することを考慮し、
弾性－軟化モデルにより表す。セメントペー
スト単体の変形特性としてのクリープは考
慮していない。その理由は、乾燥収縮応力が
問題となる部材では大きな圧縮応力は作用
しないので圧縮クリープの影響は小さいこ
と、引張クリープは基本クリープの影響は小
さく表面の微細ひび割れにともなう引張剛
性低下による見かけの引張クリープの影響
が大きいと考えたことによる。 
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図-4 円筒供試体の応力－有効ひずみ関係の
解析結果の例 
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図-5 円筒供試体の応力－有効ひずみ関係の
解析結果の例 
 
 図－4 は、開発した数値解析モデルにより、
図－2 の実験結果を解析したものである。供
試体 1-2 の瞬間載荷時の挙動を含め、その後
の拘束下での応力、有効ひずみともによく合
っている。ただし、完全拘束の供試体 1-1 は
実験ではかなり低い応力で破断している。ひ
び割れ発生の判定法については、今後の検討
を要する。 

図－5 は、乾燥の有無と載荷速度が供試体
の応力－有効ひずみ関係に及ぼす影響を検
討したものである。供試体 2-1 は乾燥させな
がら低速（0.135MPa/day）で引張載荷し、供
試体 2-3 は乾燥させないまま同じ載荷速度で
載荷した。乾燥により持続載荷時の剛性が低
下することが実験、解析にも現れている。こ



れは、乾燥収縮の進行とともに供試体内部の
水分分布の勾配による内部拘束が生じ、表面
付近のセメントペーストに引張軟化が生じ
るためである。乾燥させない 2-3 の実験値に
は持続載荷により徐々に剛性が低下する傾
向がわずかに見て取れるが、本実験の時間ス
ケールの範囲では、乾燥によらない基本引張
クリープは小さいことがわかる。 
 
(5) 今後の展望 
 本研究により、乾燥と拘束を受けるコンク
リートの応力導入性状とひび割れに関する
精密なデータ取得が行うことができた。また、
応力と変形に関しては、種々の要因を合理的
に考慮しつつ精度良く現象を表現する数値
解析モデルを開発した。今後は、巨視的ひび
割れの発生条件について検討すること、部材
レベルの実験を行い、解析手法の検証を行う
ことが課題である。それらの成果に基づき、
実構造物の収縮ひび割れを簡単に、汎用的に、
精度良く予測する技術の確立が望まれる。 
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